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－ 建築からの視点とＳＩＰ防災の取り組み
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京都大学防災研究所
教授 中島 正愛

日本建築学会

一般社団法人日本建築学会は，会員相互の協力によって，建築に
関する学術・技術・芸術の進歩発達をはかることを目的とする学術団
体です。1886年（明治19年）に創立されて以来今日にいたるまで，
わが国建築界においてつねに主導的な役割をはたしてきました。現
在，会員は３万５千名余にのぼり，会員の所属は研究教育機関，総
合建設業，設計事務所をはじめ，官公庁，公社公団，建築材料・機
器メーカー，コンサルタント，学生など多岐にわたっています。

会長 中島 正愛
副会長 田辺 新一、栗山 茂樹、緑川 光正、松村 秀一、

野原 文男
専務理事 真木 康守

発表の構成

Long Past 1995年阪神・淡路大震災

Immediate Past 2011年東北大震災

Investment 1

Investment 2

Ｅ－ディフェンス

レジリエントな防災・減災機能
の強化（内閣府総合科学技術・
イノベーション会議）

兵庫県南部地震における建物被害の特徴

木造住宅の被害

1層の崩壊1層の崩壊

鉄筋コンクリート（RC）造りの被害

中間層崩壊

柱のせん断破壊

中間層崩壊

壁の破壊



古い鉄骨造の被害

大きな変形1層の崩壊 腐食の進行

1995年兵庫県南部地震における人的・物的被害

総物的被害の
70%が建築被害

死者の95%が建
物被害に依存

継続使用 3層崩壊

壁の損傷
After
1981

Before
1981

顕著な被害レベルの違い

耐震工学は古来「被害地震に学ぶ」ことから、その技術を発
展させてきた。

1964年新潟 1968年十勝沖 1995年兵庫県南部

液状化 RC柱のせん断破壊 耐震補強

被害地震に学ぶ耐震工学

免震建物・制振建物への認知と激増



わが国における免震建物の建設状況
（日本免震構造協会提供）

松村組技術研究所における記録

(1) 同等なコストでより高い安全性が得られる確
証があるまでのためらい

耐震技術革新への道

(2) 継続的な広報活動

(3) タイミング（In the right place at the right
time）

条件：

確固たる技術の存在
人的物的資源の確保
(装置、製造、流通)
被害地震

鋼構造における柱梁接合部の損傷・破断
－米国ノースリッジ地震と同様の損傷露見－

溶接接合部：日米の違い

カバープレート、ハンチ、 RBS

改良スカラップ

溶接接合部の耐震性能
－日米共同実験（テキサス大学、京都大学）－

US Standard Hole Japan’s No-HoleRBS Connection

Publication: Suita, K., Tamura, T., Morita, S., Nakashima, M., and Engelhardt, M. D., 
“Plastic Rotation Capacity of Steel Beam-to-Column Connections Using a Reduced Beam 
Section and No Weld Access Hole Design,” Journal of Structural and Construction 
Engineering, Architectural Institute of Japan, No.526, December 1999, pp.177-184.

Test Setup



接合部の設計と施工

＜不可避な取り組みの違い＞

 被害の様相は類似していても、工学
（Engineering）においてその解決策は複数である。

 慣れ親しんできた設計・施工を踏襲（最小限の修

正）したい。

東北地方太平洋沖地震における建物被害の概要

東日本大震災（2011年3月11日） 仙台など中核都市の被害

地震直後の仙台中心部

地すべりによる住宅被害 非構造部材の被害

RC柱のせん断破壊2階建てRC建物の1層
崩壊

仙台中心部に建つ高層建物の揺れ

揺れの特徴：

•震度7の揺れ
•立っていられないほどの揺れ
•家具什器の散乱
•本棚からの本の脱落
•人命損傷は皆無
•居住者は整然と階段から脱出
•駐車場の車の移動
•建物が折れるのではないかと思う
ほどの揺れ（外部から）

建設年: 1998
構造形式: 制振ダンパー付き鉄骨鉄筋コンクリート造
高さ: 145 m (31階)

首都圏に建つ超高層建物や免震建物の応答と健全性

超高層ビルが林立する都心部
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首都圏に建つ超高層建物や免震建物の応答と健全性
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頂部変形1階加速度

耐震改修の効果:

変位 20% 減
加速度  30% 減
地震後の減衰  50% 減

写真と図は大成建設のご厚意に
よる。

地震直後の様子

震度分布

地震直後の新宿の様子

地震直後の停電他による首都圏の混乱

帰宅難民（21,000人以上）

交通渋滞

駅構内での仮眠

電車を待つ長い行列

食料がなくなったスーパー

兵庫県南部沖地震に啓発された研究投資
Ｅ－ディフェンス

20m×15mの平面形状をもち、3次元に揺することができる巨大振
動台施設・・・（独）防災科学技術研究所が保有し、兵庫耐震工学研

究センター（Ｅ－ディフェンス）が運営する国を挙げての研究施設

What is E-Defense? E-Defense振動台の主構造

水平加振機
(X方向：5台)

鉛直加振機
(Z方向：１４台)

水平加振機
(Y方向：5台)

震動テーブル

3次元継手
(24台)



Ｅ－ディフェンス実験の変遷

初期：破壊・崩壊の再現

中期：機能の保持

最近：レジリエンス（崩壊余裕度、モニタリング）

Test click here

京町屋実験
2005年11月7～11日

（一般公開：250人来場）

Test click here

木造補強住宅実験
2005年11月21～24日
（一般公開：700人来場）

木造住宅実験

Complete Collapse Test of Four-Story 
Steel Moment Frame

E-Defense Steel Collapse

鉄筋コンクリート造
４階建て

1
6
.
25
m

免震構造

耐震構造

既存実大医療施設の振動台実験

CT サーバラック 人工透析器
（撮影室） （情報通信室） （人工透析室）

医療棚，混注デスク 手術機器 給排水，消防設備
（スタッフ室） （手術室） （ライフライン）

機器稼働、通信
状態で加振

医療施設配置・・その2

都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化
プロジェクト（文部科学省）

都市の機能維持・回復のための調査研究



耐震工学におけるこれからの研究課題

東日本大震災からの教訓－地震防災、とりわけ耐震工学、に突きつ
けられた新たな課題：

(1) 想定を超す地震に対する対処
(2) 事業や生活の継続と速やかな回復

教訓に照らし合わせて耐震工学が取り組むべき研究：

(A)高層ビル等都市の基盤をなす施設が完全に崩壊するまでの余裕
度の定量化

(B)これら施設の地震直後の健全度を即時に評価し損傷を同定する
仕組みの構築

完全に崩壊するまでの余裕度の定量化

無傷 崩壊

1

2
3

4

抵抗

変形

崩壊余裕度
設計地震力：発生頻度
と建設費用の微妙なバ
ランス

健全度を即時に評価し損傷を同定する仕組みの構築

Wireless 
sensor

GPS

Liquefaction
sensor

Earthquake 
Response

Structural 
damage

Damage to 
lifelines
Damage to piles

研究体制

研究本部
・京都大学・防災研究所
（中島正愛、研究代表）
・（独）防災科学技術研究所
（防災科技研）・
兵庫耐震工学研究センター
(梶原浩一、研究副代表）

・（株）小堀鐸二研究所
（小鹿紀英、全体幹事）

①-1：S造高層余裕度
責任機関：鹿島 （高橋元美、項目代表）
協力機関：清水建設、小堀研、京都大学（吹田啓一郎、部会主査）、防災科技研

①-2：RC造余裕度
責任機関：大林組 （勝俣英雄、項目代表）
協力機関：清水建設、京都大学（西山峰広、部会主査）、防災科技研

②-1：モニタリング上部
責任機関：清水建設 （斎藤知生、項目代表）
協力機関：鹿島、大林組、名古屋大学（飛田潤、部会主査）、京都大学、防災科技研

②-2：モニタリング地盤
責任機関：大成建設 （藤井俊二、項目代表）
協力機関：小堀研、京都大学（田村修次、部会主査）、防災科技研

②-3：モニタリング連成システム
責任機関：小堀研 （岡野創、項目代表）
協力機関：京都大学、清水建設、大成建設、竹中工務店、横浜国立大学（楠木浩一、
部会主査）、防災科技研

③：MeSO-net観測
責任機関：竹中工務店 （小林喜久二、項目代表）
協力機関：東京大学地震研究所（酒井慎一、部会主査）、京都大学、防災科技研

研究監視委員会
緑川光正（北大）、西山功（国総研）、北村春幸（東理
大）、壁谷澤寿海（東大）、西谷章（早大）、福和伸夫
（名大）、中井正一（千葉大）、翠川三郎（東工大）、金
箱温春（JSCA）、伊藤優（JSCA）、杉山義孝（建防協）

研究チーム

18層鉄骨造崩壊試験（２０１３年１２月）

■振動台
Ｅ－ディフェンス利用

■試験体
E-ディフェンスの高さ制限
（約27m）を考え高さ25m
超に設定

■防護フレーム
試験体の完全崩壊を安全に
保護するとともに試験体設
置時の受け台に活用

■地震入力
1方向入力

試験体

防護フレーム

振動台

模擬地震動時刻歴と振幅調整

Synthesized Acceleration History

・振幅の設定

Average (110cm/s) baseline
Large (180cm/s) 1.64 times
Very Large I (220cm/s) 2 times
Very Large II (250cm/s) 2.27 times
Very Large III (300cm/s) 2.73 times
Very Large IV (340cm/s) 3.1 times (at the table capacity)

・Contracted to 1/√3 with respect to time domain



全体挙動・最終倒壊（pSv=420cm/s_3）

最終倒壊形（試験体は倒壊して防
護フレームに寄りかかっている）

1階柱脚の局部座屈
(四角い柱がへこんでいる状態)

梁端フランジの破断

最終倒壊後の骨組および部材の状況

モニタリングと健全度評価のための実験

レベル2損傷推定レベル1損傷推定

•レベル1センサー
• 25 servo-type

accelerometers
• 200Hz Sampling

レベル1システム

H
ei

gh
t 

=
 2

5 
m

Shaking Table Shaking Table

レベル2システム

Sensor
Controller

レベル2センサー
• 152 MEMS

sensors
(912 components)

• 500Hz Sampling

内閣府 プログラムディレクター

中島 正愛

レジリエントな防災・減災機能の強化
リアルタイムな災害情報の共有と利活用

戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）

研究開発計画



自然災害と日本

・ 東日本大震災の大津波（約2万人の命喪失）
・ 続発する自然災害：火山噴火、土砂災害、氾濫等
・ 近未来の南海トラフの大地震（被害推定：死者32万人、経済被害220兆円）

なお続く自然災害の脅威

府省連携の必要性

・ 大規模災害時に不可欠な縦割りの所掌範囲を超えた府省の対応
・ 府省ごとの防災・減災施策の実行

災害に負けない「レジリエントな社会」
を作るために必須な府省連携

レジリエントな防災・減災機能強化：背景

レジエンス災害情報システム

災害予測・予防・対応
と情報共有の高度化を
図る最新技術の開発

国、自治体、企業、
国民の防災・減災の

実践力向上

アウトプット（技術開発） アウトカム（社会実装）

レジリエントな防災・減災機能強化：全体目標

最新ソフト・ハード技術開発

社会実装システムの完成

継続的な実証実験と災害対応訓練

プロトタイプ版 社会実装版

２０１６ ２０１８２０１４ ２０１５ ２０１７

PDCAサイクル

①津波予測技術

②豪雨・竜巻予測
技術

③大規模実証実験
に基づく液状化対
策技術の開発：

⑥災害情報の配信技術

⑦ 地域連携による地
域災害対応アプリケー
ション技術の開発

④ICTを活用した情
報共有システムの開
発及び災害対応機関
における利活用技術

予 測

予 防

対 応

⑤災害情報収集システ
ム及びリアルタイム被
害推定システム文科省、国交省

総務省、文科省、
国交省

国交省、総務省、
消防庁

文科省、国交省、
厚労省、農水省

文科省、国交省、
経産省

総務省、消防庁

全国の大学

・内閣官房：IT総合
戦略室

・内閣官房：国土強
靱化推進室

・内閣府：防災担当

参加府省庁：国交省、文科省、総務省、
厚労省、農水省、経産省、消防庁

研究開発の全体像（多府省の参画）

①津波予測技術

②豪雨・竜巻予測
技術

③大規模実証実験
に基づく液状化対
策技術

⑥災害情報の配信技術

⑦ 地域連携による地
域災害対応アプリケー
ション技術

④ICTを活用した
情報共有システ
ムおよび利活用
技術

予 測

予 防

対 応 ⑤災害情報収集システ
ム及びリアルタイム被
害推定システム

・津波検知後数分での高
精度津波遡上域予測

・1時間前豪雨浸水域予測
・30秒毎降雨分布定量化

・湾岸施設の「いなが
ら」液状化診断と補強

・各府省災害情報シ
ステム間の情報
供・共有

・緊急医療利用：
DMAT参集誤差20分
以内

・ため池監理利用：
地震速報後３分以
内決壊予測

・地震発生1分後の地震動分布、
30分後被害推定

・SNS利用による被害実態解析
・衛星SARによる12時間毎から

数時間での被害確定

・95%以上の住民への災害情
報伝達、5km圏内10分以内
通信回復

・地域減災シンクタンクの設立

目標達成の検証：3年終了時：技術成果数値目標の明示

3年終了時現状（スペック）
津波沿岸波高の予測

（地震発生後３分以内に津波警報）

津波遡上の予測及び可視化
（海底観測網からリアルタイム
（3分以内）予測及び可視化）

３年終了時成果例：津波遡上予測
３年目までにMP-PAR開発、
4年目から社会実装実験

現状（スペック）

降雨分布を定量的に把握（５分毎）
降雨分布を定性的に把握（30秒毎） 降雨の空間分布を定量的に

把握（30秒毎）

災害対応

・河川管理者利用
・鉄道事業者利用
・自治体利用
・情報共有システムへの

データ提供

予測技術の高度化（定性的 → 定量的）

既存観測機器
・ドップラーライダー
・MPレーダー
・雲レーダー
・パッシブレーダー MP-PAR

豪雨の短時間定量予測

観測機器の利活用

水蒸気 → 積乱雲把握

MPレーダー

＋ 鉄道浸水
予測範囲
鉄道浸水
予測範囲

A駅A駅
B駅B駅

C駅C駅

鉄道浸水
予測範囲

A駅
B駅

C駅

３年終了時成果例：豪雨・竜巻予測：MP-PARの開発
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派遣可能ルート

陸海域観測網

西三河9市1町実証実験

地域内の自治体や企業等がそれぞれに取
得した道路情報をリアルタイムに共有
→ 被害の全体像を即座かつ詳細に把握た

うえでの流通ルートの確保

×

×
△

△

○南海トラフ
巨大地震

加工例：共通状況図

自動
変換

統合
処理

SIP：府省庁連携防災情報共有システム

SIP：リアルタイム被害推
定状況把握システム

自動
変換

自動
変換

府省庁、自治体等が
運用するシステム群
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レジリエンス災害情報システムプロトタイプの実証実験
内閣府大規模地震時医療活動訓練

DMAT派遣支援システム

DMAT の
派遣判断

被害推定や活動状況等に
基づく派遣ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

自動
変換

広域災害救急医療情
報ｼｽﾃﾑ（EMIS）

災害拠点病院の
被災状況把握

(*)

(*)DMAT:災害派遣医療チーム

臨海部コンビナート地域の多種多様な施設への展開を
可能とする液状化(耐震)診断・対策技術開発

臨海部コンビナート地域
多様な施設（LNG基地、石油
化学プラント、港湾施設等）

液状化診断・対策ガイドライン

港湾空港技術研究所

（国研）土木研究所

消防庁消防研究センター

（国研）防災科学技術研究所
E-Defense大規模震動実験

共同研究

府省連携による総合的な防災力向上

技
術
協
力

施
工
検
討

現
場
提
供

現
場
調
査

石油コンビナート等特
別防災区域

（全国85区域）

建設コンサルタント

建設会社等

コンビナート事業者
第1種事業所
第2種事業所

液状化予測
（3～5m地盤水平移動）

産業界連携によるBCP向上

石油化学コンビーナー
ト事業所の調査診断

高圧ガス保安協会

（一財）沿岸技術
研究センター

（一社）鋼管杭･鋼
矢板技術協会

（一財）産業施設
防災技術調査会

液状化技術の臨海部コンビナート地域への展開

不可欠な三つの柱の協調

災害事象の真相を
知るための「災害の
学理」を極める研究

災害への備えとし
ての「被害抑止」を

図る研究

巨大災害時の対応
で「被害の最小化」

をめざす研究

理学系が中心 工学系が中心

社会科学も関与

災害事象を知る 災害を予防する

災害に対応する

一昔前・・・

災害事象の真相を
知るための「災害の
学理」を極める研究

災害への備えとし
ての「被害抑止」を

図る研究

巨大災害時の対応で「被害
の最小化」をめざす研究

理学系が中心 工学系が中心

社会科学も関与

災害事象を知る 災害を予防する

災害に対応する

巨大災害時の対応で「被害の最小化」をめざす
研究

これから

災害事象の真相を
知るための「災害の
学理」を極める研究

災害への備えとし
ての「被害抑止」を

図る研究

・ 文理融合

・ 実社会との連携

（transdisciplinary-attitude）

・ 融合による新たな学術創生

（Interdisciplinary-effort）

・ ICT技術の活用

・ 縦割りからの脱却

理学系が中心 工学系が中心

本発表の内容は、数多くの機関の方々との共同調
査研究等に依っています。関係各位に心から感謝申

し上げます。

防災・減災の強化によるわが国の持続的発展に微
力を尽くしたいと思います。継続的なご支援をお願い

する次第です。


